
（別紙様式１）

　  　　 　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）

公共工事の名称、場所、期間及び種別
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結した
日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
一般競争入札・指名
競争入札の別(総合評
価の実施)

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率 備　　考

令和４年度　東京港監督補助業務

東京港の対象工事現場

R4.4.1～R5.3.24
建設コンサルタント等

令和４年度　東京港施工状況確認補助業務

東京港の対象工事現場

R4.4.1～R5.3.24
建設コンサルタント等

令和４年度　東京港施工及び調査関係資料作成業
務

-

R4.4.1～R5.3.24
建設コンサルタント等

令和４年度　東京港臨港道路(南北線)補強評価等
業務

-

R4.4.11～R4.11.18
建設コンサルタント等

令和４年度 東京港中央防波堤外側地区航路・泊
地（－１６ｍ）磁気探査

中央防波堤外側地区地先

R4.4.12～R4.7.8
測量・調査

令和４年度　東京港中央防波堤内側地区護岸安定
性照査業務

-

R4.4.26～R4.8.5
建設コンサルタント等

令和４年５月　該当無し

令和４年度　東京港中央防波堤外側地区航路・泊
地（－１６ｍ）底質調査

中央防波堤外側地区地先

R4.6.14～R4.10.20
測量・調査

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

神奈川県横浜市金沢区福浦二丁
目１１番地７

(株)アクアパルス

3020001005836
一般競争入札
（総合評価）

7,480,000

東京都千代田区霞が関三丁目３
番１号

4011001005165

5010005002705

東京都千代田区霞が関三丁目３
番１号

東京都渋谷区本町三丁目１２番１
号

25,850,000
(株)ポルテック

R4.4.1
(一財)港湾空港総合技術センター

R4.4.1

東京都千代田区内神田一丁目８
番１号

27,159,0005010401047320

5010005002705

一般競争入札
（総合評価）

4011001005165

7,524,000

(株)オリエンタルコンサルタンツ関
東支社

一般競争入札
（総合評価）

97.1%

5,665,000

7,700,000

一般競争入札
（総合評価）

4,510,000

95.2%

79.6%

13,970,000 97.8%

7,205,000 95.8%

92.0%

92.0%

24,992,000

21,725,000

一般競争入札
（総合評価）

一般競争入札
（総合評価）

14,278,000

R4.4.1

東京都渋谷区本町三丁目１２番１
号

一般競争入札
（総合評価）

東京都江東区東陽五丁目１０番４
号

27,159,000

23,606,000

R4.4.12 8010601025692

R4.4.11

大和探査技術(株)東京支店

(一財)港湾空港総合技術センター

R4.4.26

(株)オリエンタルコンサルタンツ関
東支社

R4.6.14



（別紙様式１）

　  　　 　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）

公共工事の名称、場所、期間及び種別
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結した
日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
一般競争入札・指名
競争入札の別(総合評
価の実施)

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率 備　　考

令和４年度　東京港中央防波堤外側地区航路・泊
地（－１６ｍ）潜水探査工事

東京都大田区令和島地先

R4.7.15～R4.10.7
港湾土木工事

令和４年度　東京港中央防波堤外側地区航路・泊
地（－１６ｍ）浚渫工事

東京都大田区令和島地先

R4.8.5～R4.11.30
港湾等しゅんせつ工事

令和４年９月　該当無し

令和４年度　東京港中央防波堤外側地区航路・泊
地（－１６ｍ）浚渫工事（その２）

東京都大田区令和島地先

R4.10.11～R5.2.17
港湾等しゅんせつ工事

令和４年度　東京港臨港道路（南北線）水路測量

東京都江東区海の森地先

R4.10.31～R5.3.17
測量・調査

令和４年１１月　該当無し

令和４年１２月　該当無し

令和５年１月　該当無し

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

東京都大田区大森北１丁目１１番
１号

194,150,000

京浜港湾工事(株)

8,800,000

9140001012187R4.8.5
日本海工(株)東京支店

一般競争入札
（総合評価）

215,259,000

一般競争入札
（総合評価）

3010801003453

90.2%

8,833,000 99.6%R4.7.15

東京都大田区羽田一丁目２１番７
号

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

R4.10.11
京浜港湾工事(株)

一般競争入札
（総合評価）

201,707,000 183,095,000 90.8%

東京都大田区羽田一丁目２１番７
号

R4.10.31
日本ジタン(株)東京営業所

一般競争入札
（総合評価）

3,861,000

東京都大田区東蒲田一丁目２番５
号

3010801003453

99.7%5290801002921 3,850,000



（別紙様式２）

　   　　　　　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）

公共工事の名称、場所、期間及び種別
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結した
日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
随意契約によることとした会計法令の
根拠条文及び理由（企画競争又は公
募）

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率
再就職
の役員
数

備　　考

令和４年度　東京港国際海上コンテナターミナル整
備事業環境調査

東京都大田区令和島１丁目地先　他

R4.4.11～R5.1.20

建設コンサルタント等

令和４年５月　該当無し

令和４年６月　該当無し

令和４年度　臨港道路構造物計測技術検討業務

-

R4.7.27～R5.3.17

建設コンサルタント等

令和４年８月　該当無し

令和４年度　東京港国際海上コンテナターミナル整
備事業環境調査（その２）

東京都大田区令和島１丁目地先　他

R4.9.6～R5.3.17

建設コンサルタント等

令和４年度　東京港中央防波堤外側地区国際海上
コンテナターミナル船舶航行安全対策検討業務

-

R4.9.13～R5.3.24

建設コンサルタント等

令和４年１０月　該当無し

R4.4.11

R4.9.6
三洋テクノマリン(株)東京支社

10,043,000

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

35,420,000

東京都中央区日本橋堀留町一丁
目３番１７号

三洋テクノマリン(株)東京支社

99.6%
会計法第29条の３第４項
理由は別紙2-1のとおり

（簡易公募型プロポーザル）
2010001044539 35,552,000

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

99.0%
会計法第29条の３第４項
理由は別紙2-2のとおり

（簡易公募型プロポーザル）
東京都港区西新橋一丁目１４番２
号

R4.7.27

令和４年度 臨港道路構造物計測
技術検討業務沿岸技術研究セン
ター・エイテック設計共同体 16,665,000 16,500,000

97.4%

東京都中央区日本橋堀留町一丁
目３番１７号

会計法第29条の３第４項
理由は別紙2-3のとおり

（簡易公募型プロポーザル）

R4.9.13

2010001044539

(公社)東京湾海難防止協会

10,373,000 96.8%

22,836,000 22,242,000

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

神奈川県横浜市中区住吉町四丁
目４５番１

会計法第29条の３第４項
理由は別紙2-4のとおり

（簡易公募型プロポーザル）
1020005009686



公共工事の名称、場所、期間及び種別
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結した
日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
随意契約によることとした会計法令の
根拠条文及び理由（企画競争又は公
募）

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率
再就職
の役員
数

備　　考

令和４年１１月　該当無し

令和４年度　東京港におけるマリーナ・小型船舶の
活用による災害時輸送に関する検討業務

-

R4.12.9～R5.3.17

建設コンサルタント等

令和５年１月　該当無し

R4.12.9
(一社)日本マリーナ・ビーチ協会

6,952,000 6,050,000 87.0%

東京都千代田区麹町４丁目５番地

6010005018733

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

会計法第29条の３第４項
理由は別紙2-5のとおり

（簡易公募型プロポーザル）
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別紙２ １



 

 

 

 

       

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２ ２



令和４年度 

 

東京港湾事務所 

 

随 意 契 約 理 由 書 

 

（件 名） 東京港国際海上コンテナターミナル整備事業環境調査（その２）  

 

本件は、下記の理由により三洋テクノマリン（株）と随意契約致したい。 

 

記 

 

本業務は、東京港国際海上コンテナターミナル整備事業（Y3）の環境影響評価に係る、

事後調査（工事の施工中）のための環境調査を行うものである。また、（仮称）東京港臨港

道路南北線建設計画の事業計画変更に伴う変更届を作成するものである。 

本業務の遂行にあたっては、環境影響評価の事後調査計画書に基づく水質汚濁、及び生

物・生態系（鳥類、水生生物）に渡る分野の環境調査に関する知見を有するとともに、環

境影響の比較検証については、事業背景及び事業特性を理解し、港湾物流、各種環境基準

及び東京都環境影響評価条例はもとより、環境保全対策等の多岐に渡る環境分野に精通し、

最新の知見を有していることが必要である。 

上記のことから、簡易公募に準じた総合評価型プロポーザル方式により、以下の特定テ

ーマについて技術提案を求めた。 

『東京港国際海上コンテナターミナル整備事業(Y3)について、工事の施工中の事後調査を

適切に実施するために留意すべき事項』 

本業務実施に係るプロポーザル方式により提案された技術提案書を建設コンサルタント

等選定委員会において評価選定した結果、優れた技術提案を行った三洋テクノマリン（株）

を特定した。本業務の実施方針及び、特定テーマに対する技術提案について総合的に判断

した結果、幅広く高度な知識を有し本業務を実施することが適当であるとされたものであ

る。 

よって、会計法第 29 条の３第４項により、三洋テクノマリン（株）と随意契約をする

ものである。 

 

y83ab-sugita
テキスト ボックス
別紙２－３



令和４年度 

東京港湾事務所 

 

随 意 契 約 理 由 書 

 

（件名） 令和４年度 東京港中央防波堤外側地区 

国際海上コンテナターミナル船舶航行安全対策検討業務  

 

 

本件は、下記の理由により公益社団法人東京湾海難防止協会と随意契約致したい。 

 

記 

本業務は、東京港中央防波堤外側地区国際海上コンテナターミナル整備事業（Y3）の施工

に伴い、周辺海域を航行する船舶に及ぼす影響及び船舶航行の安全確保に必要な対策につ

いて、学識経験者、海事関係者並びに関係官公庁等で構成する委員会を設置し、検討する

ものである。 

本業務の遂行にあたっては、海難防止に関する専門的な知見並びに東京港における船舶

の航行管制及び航行実態に精通し、海上工事に伴う一般船舶の航行安全や海難防止等に関

する総合的かつ最新の知見を有していることが必要である。 

 よって、海難防止に関する専門的な知見及び航行安全等に関する高度な技術力を有する

者から広く知見を求め、業務内容に反映することにより、幅広く高度な検討を行うことが

期待できる。そのため、簡易公募型プロポーザル方式により、以下の特定テーマについて

技術提案を求めた。 

「輻輳するＹ２岸壁及び航路近傍において、入出港船舶の航行に支障を与えないように、

安全対策を検討するうえで留意すべき点」 

本業務実施に係るプロポーザル方式により提案された技術提案書を建設コンサルタント

等選定委員会において評価選定した結果、入出港船舶の大きさと工事作業範囲に応じた工

事用船舶の待避判断条件等の検討等、唯一の技術提案を行った公益社団法人東京湾海難防

止協会を特定した。本業務の実施方針及び、特定テーマに対する技術提案について総合的

に判断した結果、幅広く高度な知識を有し本業務を実施することが適当であるとされたも

のである。 

 よって、会計法第 29 条の３第４項により、公益社団法人東京湾海難防止協会と随意契

約をするものである。 

y83ab-sugita
テキスト ボックス
別紙２－４



令和４年度 

 

東京港湾事務所 

 

随 意 契 約 理 由 書 

 

（件名）東京港におけるマリーナ・小型船舶の活用による災害時輸送に関する検討業務 

 

 

本件は、下記の理由により（一社） 日本マリーナ・ビーチ協会と随意契約致したい。 

 

記 

 

 本業務は、首都直下地震等の大規模災害時における小型船舶による災害支援

活動を想定し、東京港におけるマリーナや船着場の健全性を考慮したうえでの

小型船舶の災害時輸送への活用方策などの検討を行うものである。 

 本業務の遂行にあたっては、マリーナや小型船舶に関する運用や災害時に対

応可能な機能などの様々な知識を有するとともに災害支援活動における行政機

関との連携などに関する総合的かつ最新の知見を有していることが必要である。 

上記のことから、簡易公募に準じた総合評価型プロポーザル方式により、以

下の特定テーマについて技術提案を求めた。 

 

『東京港における小型船舶及び港湾業務艇の災害時における活用方策の検討を

行ううえでの着眼点について』 

 

本業務実施に係るプロポーザル方式により提案された技術提案書を建設コン

サルタント等選定委員会において評価選定した結果、優れた技術提案を行った

（一社） 日本マリーナ・ビーチ協会を特定した。 

本業務の実施方針及び、特定テーマに対する技術提案について総合的に判断

した結果、幅広く高度な知識を有し本業務を実施することが適当であるとされ

たものである。 

よって、会計法第 29 条の３第４項により、（一社） 日本マリーナ・ビーチ協会

と随意契約をするものである。 

 

 

y83ab-sugita
テキスト ボックス
別紙２－５



（別紙様式３）

　  　　 　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
一般競争入札・指名
競争入札の別(総合
評価の実施)

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率 備　　考

キロ制運賃
110

時間制運賃
4,950

単価契約
予定調達総額

3,949,440円東京都港区芝浦３－１５－５

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

令和４年度　東京港直轄施工管理用カ
メラシステム借上及び保守

一式

R4.10.3
株式会社サイワイ工業

3010401010998 一般競争入札

令和４年６月　該当無し

令和４年５月　該当無し

3130001014157 一般競争入札
東京都北区志茂四丁目１番地８

97.2%

一式
一般競争入札

R4.4.1

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

環境計測(株)東京事業所

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

(株)ビー・エム・ヨコハマ分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

6011001035920

7010601025330

5010401047320

4020001043257

東京都渋谷区神宮前一丁目５番１
号

(株)ポルテック

セコム(株)

R4.4.1

96,214

令和４年度　東京港湾事務所車両管理
業務

一式
神奈川県横浜市中区長者町３－８
－１３

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

R4.4.1

一般競争入札

一般競争入札
令和４年度　東京港湾事務所庁舎清掃

22.9%

66.8%

単価契約
予定調達総額
24,120,238円

R4.4.1

東京都千代田区内神田一丁目８
番１号

一般競争入札

1,518,000

96,030

R4.4.1

単価契約
予定調達総額

7,075,200円

1,494,240 1,452,000

47.2%

99.8%

57.3%
単価契約

予定調達総額
627,000円

2,272,663

一般競争入札

(株)フィールドサービス

東京都江東区新木場２－１１－２

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

令和４年７月　該当無し

日本道路興運(株)東京支店

R4.4.1

7011101016571
東京都新宿区西新宿６－６－３

令和４年８月　該当無し

令和４年度　東京港港湾業務艇用船

一式

令和４年９月　該当無し

令和４年１１月　該当無し

令和４年度　東京港湾事務所庁舎機械
警備

一式

令和４年度　東京港湾事務所貸切バス
運行業務

一式

令和４年度　東京港港湾業務艇運航

一式

2,711,500 620,400

基本月額 基本月額

1,248,168 589,600

1,093,840

運航1日あたり 運航1日あたり

供用1日あたり 供用1日あたり

116,734 88,000
75.4%



物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
一般競争入札・指名
競争入札の別(総合
評価の実施)

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率 備　　考

令和４年１２月　該当無し

令和５年１月　該当無し



（別紙様式４）

　   　　　　　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契約担当官等の氏名並びにその所属
する部局の名称及び所在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
随意契約によることとした会計法
令の根拠条文及び理由（企画競
争又は公募）

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率
再就職
の役員
数

備　　考

一式 東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（海の森三丁目のうち） 分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

R4.4.1 8000020130001 予決令第99条第16号

100.0%

13,301,334 13,301,334 100.0%

一式 東京都港区港南３－９－５６

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

R4.4.1

東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号 2,333,520 2,333,520

R4.8.29 8000020130001

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

東京都東京港管理事務所

東京都港区港南３－９－５６

R4.9.27

東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号

土地使用料（海の森二丁目及び三丁目の
うち）（その２）

2,800,224

一式

土地使用料（有明四丁目）（その３） 分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

土地使用料（海の森二丁目及び三丁目の
うち）

東京都東京港管理事務所

令和４年６月　該当無し

一式

R4.8.26

土地使用料（有明四丁目）（その２） 分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

一式

令和４年５月　該当無し

R4.4.1

土地使用料（海の森二丁目１番） 分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25 東京都港区港南３－９－５６

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

14,907,200

8000020130001

14,907,200

予決令第99条第16号

100.0%予決令第99条第16号 2,800,224

5,981,360

予決令第99条第16号

5,981,3608000020130001

東京都東京港管理事務所

8000020130001

東京都港区港南３－９－５６

東京都東京港管理事務所

東京都港区港南３－９－５６

945,120

東京都東京港管理事務所

6,504,960

945,120予決令第99条第16号

8000020130001 6,504,960

東京都東京港管理事務所土地使用料（１０号地その２地区）（その１）

R4.4.1

R4.4.1

一式

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

令和４年７月　該当無し

土地使用料（１０号地その２地区）（その２） 分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25一式

4,336,640 100.0%

一式 東京都港区港南３－９－５６

4,336,640

東京都港区港南３－９－５６

予決令第99条第16号



（別紙様式４）

　   　　　　　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契約担当官等の氏名並びにその所属
する部局の名称及び所在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
随意契約によることとした会計法
令の根拠条文及び理由（企画競
争又は公募）

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率
再就職
の役員
数

備　　考

8000020130001 予決令第99条第16号

令和４年１２月　該当無し

令和４年１１月　該当無し

東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（有明四丁目）（その５） 分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

R5.1.26

東京都東京港管理事務所

2,168,320 100.0%2,168,320

一式 東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（海の森三丁目のうち）（その
２）

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

R4.9.27

東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号 11,084,445 11,084,445 100.0%

9,049,920 9,049,920 100.0%

一式 東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（有明四丁目）（その４） 分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

R4.10.28

東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号

東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（有明四丁目）（その６） 分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場1-6-25

R5.1.26

東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号 6,027,120 6,027,120 100.0%


